
 

公立小・中・高等学校における 
土曜授業等に関する調査の結果について 

 

 
 

 

１．調査対象 
     全ての公立小学校，中学校（中等教育学校前期課程を含む）及び高等学校（中

等教育学校後期課程を含む）並びに都道府県教育委員会，指定都市教育委員会

及び市区町村教育委員会の平成２５年７月１日現在の状況又は平成２４年度

実績 
   
 
２．主な調査項目 

 
Ａ．学校における土曜授業に関すること 

 
Ａ－１．教育委員会における土曜授業に関する基本方針等の策定状況 

 
Ａ－２．土曜授業の実施状況 

 
Ａ－３．今後の土曜授業の在り方等についての考え方 

 
Ｂ．土曜日等における希望者に対する学習等の機会の提供状況に関すること 
 
 Ｂ－１．土曜日等における希望者に対する学習等の機会の提供状況 
 
 Ｂ－２．土曜日等に学校や地域において希望者に対する多様な学習や体験活動の機

会を提供するために必要な支援策 
 

※ 本調査における「土曜授業」とは，児童生徒の代休日を設けずに土曜日・日曜日・祝
日を活用して教育課程内の学校教育活動を行うものをいう。 

 
 
３．調査結果の概要 
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「公立小・中・高等学校における土曜授業等に関する調査」結果の概要 
 

Ａ．学校における土曜授業に関すること 
【Ａ－１．教育委員会における土曜授業に関する基本方針等の策定状況】(平成２５年７月１日現在)

公立小・中学校について，土曜授業を実施する場合の基本方針や留意事項を示している教育 

委員会の数は，都道府県教育委員会で９，指定都市教育委員会で６，市区町村教育委員会で 

１１０。（詳細は別添１：Ｐ１２参照） 

  また，公立高等学校について，土曜授業を実施する場合の基本方針や留意事項を示している教

育委員会の数は，都道府県・指定都市教育委員会で９，市区町村教育委員会で２。 

（詳細は別添２：Ｐ１１参照） 

     
【Ａ－２．土曜授業の実施状況】 
 
１．土曜授業を実施した学校数（平成２４年度実績）  

平成２４年度において土曜授業を実施した学校は，公立小学校で１，８０１校（全体の８．

８％），公立中学校で９６６校（９．９％），公立高等学校で１４２校（３．８％）。 

 （詳細は別添１：Ｐ１４～１５，別添２：Ｐ１３参照） 
 
２．土曜授業を実施した学校における実施回数（平成２４年度実績）   

 年に３回以下（学

期に１回程度） 
年に４～１０回

（月１回程度） 
年に１１～１７

回（月２回程度） 
年に１８回以上

（左記以外） 
公立小学校 ５０．５％ ３７．０％ １２．２％   ０．２％ 
公立中学校 ４３．２％ ４４．０％ １１．７％   １．１％ 
公立高等学校 ３８．０％   ９．２％ １８．３％ ３４．５％ 

 
３．土曜授業における教育活動の内容（平成２４年度実績） 
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公立小学校

公立中学校

公立高等学校

保護者や地域
住民等への公
開授業 

運動会・体育
祭等の学校行
事 

外部人材等を
活用した道徳，
総合的な学習
の時間，特別活
動 
※高等学校は
道徳を除く 

外部人材等を
活用した教科
の授業 

通常の教科等
の授業（左記の
ものを除く） 

（％） 
（複数回答） 

その他 



４．土曜授業を行った理由（平成２４年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【Ａ－３．今後の土曜授業の在り方等についての考え方】 

１．土曜授業を実施する必要性（平成２５年７月１日現在） 

（１）公立小・中学校                         

 土曜授業を実施す

る必要性がある 

土曜授業を実施す

る必要性はない 

どちらともいえな

い 

都道府県教育委員会   8（17.0％）   0（ 0.0％）    39（83.0％） 

指定都市教育委員会   5（25.0％）   3（15.0％）   12（60.0％） 

市区町村教育委員会 189（10.9％） 528（30.4％） 1,018（58.7％） 

（２）公立高等学校                           

 土曜授業を実施す

る必要性がある 
土曜授業を実施す

る必要性はない 
どちらともいえな

い 
都道府県・指定都市教育委員会 6（9.1％）  6（ 9.1％） 54（81.8％） 

市区町村教育委員会 5（5.6％）  20（22.2％） 65（72.2％） 

 

２．土曜授業を行う際の課題（上記「１」で「土曜授業を実施する必要性がある」と回答した教

育委員会に調査）（平成２５年７月１日現在） 
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※上段の（ ）内の数字は回答した教育委員会の数 
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３．土曜授業の望ましい実施方法（上記「１」で「土曜授業を実施する必要性がある」と回答し

た教育委員会に調査）（平成２５年７月１日現在） 

（１）公立小・中学校                          

 法令など国の方針

に基づき，全国一

律に実施すべき 

地域の状況等に応

じて，設置者の判

断により実施すべ

き 

その他 

都道府県教育委員会  2（25.0％）   5（62.5％） 1（12.5％） 

指定都市教育委員会  0（ 0.0％）   4（80.0％） 1（20.0％） 

市区町村教育委員会 81（42.9％） 105（55.6％） 3（ 1.6％） 

（２）公立高等学校                           

 法令など国の方針

に基づき，全国一

律に実施すべき 

地域の状況等に応

じて，設置者の判

断により実施すべ

き 

その他 

都道府県・指定都市教育委員会 1（16.7％） 4（66.7％） 1（16.7％） 

市区町村教育委員会 4（80.0％） 1（20.0％） 0（ 0.0％） 

 

４．土曜授業の望ましい実施回数（上記「１」で「土曜授業を実施する必要性がある」と回答し

た教育委員会に調査）（平成２５年７月１日現在） 

（１）公立小・中学校                           

 学期に１回

程度 

月に１回程

度 

月に２回程

度 

毎週 

都道府県教育委員会  1（14.3％）  1（14.3％）  5（71.4％） 0（0.0％） 

指定都市教育委員会  3（60.0％）  2（40.0％）  0（ 0.0％） 0（0.0％） 

市区町村教育委員会 52（27.5％） 81（42.9％） 51（27.0％） 5（2.6％） 

（２）公立高等学校                                                             

 学期に１回

程度 
月に１回程

度 
月に２回程

度 
毎週 

都道府県・指定都市教育委員会 0（ 0.0％） 0（ 0.0％）  6（100.0％） 0（0.0％） 

市区町村教育委員会 1（20.0％） 2（40.0％）  2（ 40.0％） 0（0.0％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 



５．土曜授業を実施するために必要な支援策（上記「１」で「土曜授業を実施する必要性がある」

と回答した教育委員会に調査）（平成２５年７月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ｂ．土曜日等における希望者に対する学習等の機会の提供状況に関すること 
【Ｂ－１．土曜日等における希望者に対する学習等の機会の提供状況】 

１．学校が主体となって実施している希望者に対する学習等の機会の提供状況(平成２４年度実績) 

（１）学習等の機会を提供した学校数 

   平成２４年度において，学校が主体となって実施している希望者に対する学習等の機会を提

供した公立小学校は全体の４．１％，公立中学校は７．８％，公立高等学校は４９．０％。 
 

（２）学習等の機会の提供内容 
 
■公立小・中学校                    ■公立高等学校 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

２．学校が場所を提供し，教育委員会や保護者・地域住民等が主体となって実施している児童生

徒に対する学習等の機会の提供状況（平成２４年度実績） 

 （１）場所を提供している学校数 

   平成２４年度において，教育委員会や保護者・地域住民等が主体となって実施している児童

生徒に対する学習等の機会を提供する活動等に対して，場所を提供している公立小学校は全体

の４５．６％，公立中学校は１７．２％，公立高等学校は３１．０％。 
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（２）学習等の機会の提供内容 

■公立小・中学校                    ■公立高等学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．公民館など学校以外の場所における児童生徒に対する学習等の機会の提供状況（平成２４年度実績） 

   平成２４年度において，教育委員会が主体となって，公民館など学校以外の場所において，

小・中学生に対して学習等の機会を提供している都道府県・指定都市教育委員会は全体の４３．

３％，市区町村教育委員会は３０．５％。 

   また,教育委員会が主体となって，公民館など学校以外の場所において，高校生に対して学

習等の機会を提供している都道府県・指定都市教育委員会は全体の２４．２％, 市区町村教育

委員会は１２．２％。 

 

【Ｂ－２．土曜日等に学校や地域において希望者に対する多様な学習や体験活動の機会を提供す

るために必要な支援策】（平成２５年７月１日現在） 
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